
一般・特別会計給与費明細書説明





一　 般　 職

１  総  　括

報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 6,810,821 50,782,834 45,407,487 103,001,142 19,410,935 122,412,077

前 年 度 50,507,919 44,361,608 94,869,527 17,708,833 112,578,360

比　　較 6,810,821 274,915 1,045,879 8,131,615 1,702,102 9,833,717

　※（　）内は，再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

初 任 給
区　分 調 整 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

職員手当 本年度 969,435 804,281 22,030 1,162,554 3,235,117 1,033,686 1,379,165

の 内 訳 前年度 949,787 827,329 19,285 1,169,391 3,216,403 1,022,347 1,332,230

比　較 19,648 △ 23,048 2,745 △ 6,837 18,714 11,339 46,935

単 身 赴 任 特 殊 勤 務 超 過 勤 務 管 理 職 員 義務教育等
区　分 手 当 手 当 手 当 特別勤務手当 教員特別手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

職員手当 本年度 8,738 534,728 3,289,121 412,934 85,134 15,952 349,499

の 内 訳 前年度 8,520 567,207 3,389,406 414,518 86,130 19,349 353,595

比　較 218 △ 32,479 △ 100,285 △ 1,584 △ 996 △ 3,397 △ 4,096

産 業 教 育 定時制通信 期 末 手 当
区　分 手 当 教 育 手 当 勤 勉 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） 　 　

職員手当 本年度 15,911 20,260 22,480,601 9,588,341

の 内 訳 前年度 21,248 20,766 20,379,049 10,565,048

比　較 △ 5,337 △ 506 2,101,552 △ 976,707

（458）
18,433

職員数

扶 養 手 当 地 域 手 当教職調整額

（441）
12,295

特別調整額

（17）
6,138

給　　　　与　　　　費

給 与 費 明 細 書 説 明　（企業会計を除く）

共　済　費 合　　　計 備　　　考区  　分

休 日 給 夜 勤 手 当

通 勤 手 当住 居 手 当

退 職 手 当・

・・
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増 減 額

（千円）

給料 274,915 1 給与改定に 37,814 給与改定の状況

伴う増加分 前年度

給与の改定率

給与改定実施時期

平成31年4月1日

2 普通昇給に 664,426
伴う増加分

3 制度改正に 633,040 会計年度任用職員に係

伴う増加分 る増加分

4 その他の減 △ 1,060,365
少分

人 人 人

人 人 人

人 人 人

職員 1,045,879 1 制度改正に 1,827,228 勤勉手当 支給率の改定

手当 伴う増加分 支給率の改定に伴 管理職員 2.25月分→2.3月分
う増加分 管理職員以外 1.85月分→1.9月分

229,919 千円

その他の手当

会計年度任用職員

に係る増加分

1,597,309 千円

2 その他の増 △ 781,349 退職手当 本年度退職予定者数 人

減分 △ 976,707 千円 前年度退職予定者数 人

その他の手当

195,358 千円

職員数の変動等に伴

う増加分

92,190 千円

昇給に伴う増加分

419,704 千円

その他の減少分

△ 316,536 千円

平均昇給率 1.47

707
569

前年度 12,120 175 12,295
増　減 139 6 145

（その他） （計）

職員数

本年度 12,259 181 12,440

職員構成の変動等に伴 職員数の異動状況

う減少分 現に在

職する

２　給料及び職員手当の増減額の明細

区分
増減額の事由別内訳

説　　　　明 備　　　　　　　　　　　　　　考
（千円）

％

％
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３　給料及び職員手当の状況

　 ア　職員１人当たりの給与　　

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 教 育 職

330,095 359,765 352,965

410,481 417,888 418,361

42.09 51.11 43.11

330,465 363,102 353,770

408,967 421,792 420,345

42.08 51.07 44.08

　 イ　初　任　給

行政職(二)

（円） （円） （円） （円）

高 校 卒 151,100 161,500 147,900

総合職 186,700
一般職 182,200

消 防 職

321,979

440,165

40.01

（円）

151,100 150,600

（円）

322,059

454,798平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

消 防 職 教 育 職一 般 行 政 職
国　　の　　制　　度

行政職(一)

40.01

大 学 卒 194,000 207,500187,200

区 分 技 能 労 務 職

区　　　　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ． 月 ）

令和 2年 1月 1日

現 在

平成31年1月1日

現 在

平 均 年 齢 （ 歳 ． 月 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）
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令

和

年

月

日

現

在

平

成

年

月

日

現

在

※（　）内は，再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

　（級別の標準的な職務内容）

局 長 次 長 係 長 主 事

区 長 部 長 主 任 技 師

0.1

( 100.0)

3級

5級

6級

1級

( 17)
4,615

( 17)
5,100

3

1級 5

204
( 12.5)

18.7

3.7

1.5

事 ・技師
長

級 級

（13）
4,479

1.4

( 87.5)

4.9

主任 ・主

2 1級

90.2

( 13) ( 100.0)
4,963 100.0

33.4

( 100.0)
90.5

( 100.0)
100.0

0.1

3級 223

特
2級

54 2級

1,093

係

1.2

0.1

69

68

364
( 40)

33.1
( 90.9)

( 4)

222

1.6

408 37.1

( 28)

1

( 4)

3

1級

計482 100.0
( 78) ( 100.0)

7

計

級

( 32) ( 100.0)
100.0

36.4

4

　 ウ　級別職員数

8級

8級

3級 ( 38)

区
　
分 級

職員数

（人）

4級

7級

計
( 246) ( 100.0)
4,512 100.0

5級

106

1級

26 0.6

( 13)

構成比

6級 18

40 3.7

(195)

計 計100.01,099
( 44)

1,647

計
( 100.0)

24.7

( 5.3)

2.5 4

3級 8級

5級

2級

301 6.7

1.3

2.3

201
( 9.1)

教 育 職

（％）

構成比
級

職員数 構成比

（人）

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

構成比

消 防 職

（％）
級

職員数

（人） （人） （％）（％）
級

職員数

908 20.6

3.74級 1900.1

4.4

105

300

4.51.2

4級 189 3.8

3級

1級

100.0453
( 70) ( 100.0)

1級

特
2級16

2級

区　　　分

長課長

8

課一般行政職

6 5級 級 級 級

計

24.71,088

2級

( 100.0)
4,405 100.0

2級

40

6.85級

1級

2級

5.055

4級

366

( 252)
計

( 16)

1,577 35.8 398

( 37)

7級

1

103

26 0.6 3級 8級

13

18.3

112

1,116

6級

3級

4級

(15.4)

901

( 69)

132級 7級( 77) (98.7)

56.7
(  1.4)

4級

3級

(199) (79.0)

2級

303 6.7

36.5

1

1

2

1

1

31

( 6.3)
298 6.8

(14.7)

6級 2.4

7級

2.3

257
(  1)

192

(79.3)
20.0

(98.6)
42.4

1級

192 39.8

0.9

(  1) (  1.3)
278 57.7

12 2.5

─ 392 ─



（人） 5,087

（人） 3,384

（％） 66.5

（人） 5,062

（人） 3,802

（％） 75.1

3

297

6 号 給（人） 1,680 822 55 191 42 577

7 号 給（人） 37 32 　 5

教 育 職 一

16

199

95

2,176

685

171

代　　表　　的　　な　　職　　種

教 育 職 二

122

343

15

1,883

144

69

3

19

56

179

技 能 労 務 職 消 防 職

1,109

47 11

449

1,014 270

38

1

11

2 号 給（人） 629 25

27

175 601

427

7

189

141

21

8 号 給（人）

　 エ　昇給

12,295

昇給に係る
職 員 数
（ Ｂ ）

305

職 員 数
（ Ａ ）

12,440

号
給
数
別
内
訳

5 号 給（人） 952 508 27

420 205

9,530

4 号 給（人） 5,383

3 号 給（人） 218

1 号 給（人） 211

　 28

595194

5,344

14

190

5,210

4,569

467

339

1,111

1,009

110

48

71.4

184 23

2,601

85.9

　

2,581

197

91.4

区　　　　　　　　分

（人）

職 員 数
（ Ａ ）

一 般 行 政 職

合　計

10,047

148 49

本
　

　
年
　

　
度

4,588

前
　

　
年
　

　
度

号
給
数
別
内
訳

8 号 給（人）

3 号 給（人）

（人）

180

328

4 号 給 5,729（人）

8171,809

2 号 給（人） 453

昇給に係る
職 員 数
（ Ｂ ）

8

310

8

60.1

1 号 給

比　　　率
(Ｂ)/(Ａ)

13

422

76.6

27 26

比　　　率
(Ｂ)/(Ａ)

15 48 14

81.7 87.7 72.6 90.8 73.5

452 204

5 号 給（人） 1,072 508 30 109 30 391

7 号 給（人） 56 33 　 5 1 16

606 号 給
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※（　）内は，再任用職員の支給率

保健福祉業務手当　　環境業務手当　　消防手当　　教員特殊業務手当

支 給 対 象 地 域

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の

0.8
（ 令 和 2 年 1 月 1 日 現 在 ）

名 称

給料総額に対する比率（％）

（ 令 和 2 年 1 月 1 日 現 在 ）

支給対象職員の比率（％）

1.60.1

33.8

　 ク　特殊勤務手当

区 分

6％（医師職は16％）

18％

全 職 種

6％（医師職は16％）

代　　表　　的　　な　　職　　種

一 般 行 政 職 教 育 職消 防 職技 能 労 務 職

仙 台 市 内

特 別 区 の 区 域

支給率等 47.709

区　　分
35年勤続の者

13人

そ の 他 の 加 算 措 置 等
（月分） （月分） （月分）

国の制度 24.586875
（支給率等）

33.27075 47.709 47.709 定年前早期退職特例措置
（ 1 ～ 45 ％ 加 算 )

47.70924.586875

（月分）

最 高 限 度20年勤続の者 25年勤続の者

定年前早期退職特例措置

（ 2 ～ 20 ％ 加 算 )

　 キ　地域手当

10.2 15.7 79.7 47.9

支　給　率　計

（月分）

職制上の段階，

職務の級等によ

る 加 算 措 置

有
4.5

0.2

備 考

支 給 対 象 職 員 数

12,427人（医師職は15人）

国の指定基準に基
づ く 支 給 率

20％

33.27075

1.4

支 給 率

　 オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
6　　月

2.25 2.25

（月分）

12　　月

(2.35)

支　給　期　別　支　給　率

(1.175)
本 年 度

(1.175)
（月分）

国の制度
(1.175)

前 年 度
2.225

　 カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

有
4.5

4.5
(2.35)

有

(2.35)
2.25

(1.175)

(1.175)
2.25

2.275
(1.175)
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国 の 制 度

と の 異 同

　〔本市の制度〕

1 子

　10,000円
　　満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子については，

　　1人につき5,000円加算

2 その他の扶養親族

　6,500円
　〔国の制度〕

1 子

　本市に同じ

2 その他の扶養親族

　6,500円
　ただし，行政職俸給表（一）8級以上の職員にあっては3,500円

　〔本市の制度〕

1 借家，借間に居住している職員

ア 　月額15,000円未満の家賃を支払っている職員

     6,600円 (ただし，家賃が6,600円未満の場合はその額)

イ 　月額15,000円以上19,000円以下の家賃を支払っている職員

    家賃－8,400円
ウ 　月額19,000円を超える家賃を支払っている職員

家賃－19,000円
2

　〔国の制度〕

1 借家，借間に居住している職員

ア 　月額27,000円以下の家賃を支払っている職員

    家賃－16,000円
イ 　月額27,000円を超える家賃を支払っている職員

家賃－27,000円
2

（ただし，28,000円を限度とする）

住 居 手 当 異 な る     10,600円 ＋ （ただし，27,600円を限度とする）

    11,000円 ＋

　 ケ　その他の手当

区 分 差　　　異　　　の　　　内　　　容

扶 養 手 当 異 な る
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国 の 制 度

と の 異 同

　〔本市の制度〕

1 交通機関等の利用者

　6か月定期券等の価額を基本とした運賃等の相当額

　（ただし，1か月あたり55,000円を限度とする）

2 交通用具の使用者

　使用距離（片道）により5,000円～25,500円
　〔国の制度〕

1 交通機関等の利用者

　本市に同じ

2 交通用具の使用者

　使用距離（片道）により2,000円～31,600円

区 分 差　　　異　　　の　　　内　　　容

通 勤 手 当 異 な る
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